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地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館第４期中期計画 

（計画期間 令和４年４月１日～令和８年３月３１日） 

 

第１ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

 

１ 好生館が担うべき医療の提供及び医療水準の向上 

 佐賀県医療センター好生館は、歴史と伝統を尊重し、県民のために、佐賀県における

中核的医療機関として、地域の医療機関との連携・役割分担のもと、県民に必要とされ

る良質で高度な医療を着実に提供し向上させるとともに、スタッフの確保・育成と働き

やすい職場環境作りを推進し、患者・家族への思いやりを大切にして、わが国でも有数

の模範となる医療機関を目指す。 

 

（１） 好生館が担うべき医療の提供 

① 高度・専門医療の提供 

（救急医療） 

・ 救命救急センター、外傷センター、脳卒中センター、ハートセンターで24時

間365日、傷病者の状態に応じた適切な救急医療を提供する。 

・ 佐賀県ドクターヘリ事業に対し、基地病院である佐賀大学医学部附属病院と

連携・協力し、高度な救急医療を提供する。 

（循環器医療） 

・ 急性心筋梗塞の治療にあたっては、館内多職種間連携や消防救急隊との連携

による緊急入院受入体制を堅持する。 

（がん医療） 

・ 地域がん診療連携拠点病院（高度型）として、がんセンターを中心に手術、薬

物療法、放射線治療などを効果的に組み合わせた集学的治療を実践する。 

・ がん相談支援センター、がん看護外来、各種がん教室など、がん患者の心と

体を支援する体制を維持する。 

・ がんゲノム医療連携病院として、活動を継続する。 

(脳卒中医療) 

・ 脳卒中治療にあたっては、（超）急性期治療（t-PA療法、血栓回収治療）を継

続する。 

・ 脳卒中ケアユニット（SCU）を円滑に運用する。 

（小児・周産期医療） 

・ 地域周産期母子医療センターとして、NHO佐賀病院、佐賀大学医学部附属病院

との機能分担及び連携を図り、ハイリスク分娩への対応、母体搬送及び新生児

搬送の受入れを行う。 
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・ 小児外科領域の中核病院としての役割を継続する。 

（感染症医療） 

・ 佐賀県唯一の第一種感染症指定医療機関として対応する。 

（先進的な高度・専門医療） 

・ 医療技術の進展に伴う先進的な高度・専門医療に対応する。 

（高度医療機器等の計画的な更新・整備） 

・ 高度・専門医療等の充実のため、中期計画期間中における医療機器の更新・整

備計画を策定し、高度医療機器の計画的な更新・整備を行う。 

・ 高度・専門医療を継続するために、老朽化した放射線治療装置、ロボット手術

支援装置、磁気共鳴画像診断装置（MRI）等の更新を行う。 

 

② 信頼される医療の提供 

・ 入院における患者の負担軽減及び分かりやすい医療の提供のため、EBMを推進

する。 

・ 治療への患者及び家族の積極的な関わりを推進するため、患者等の信頼と納

得に基づく診療を行うとともに、検査及び治療の選択について患者の意思を尊

重するため、インフォームド・コンセントを徹底する。 

・ 患者・家族総合支援部において、入院中のケアだけでなく、転退院後の充実

したサポートを行う。 

・ 患者等が主治医以外の専門医の意見及びアドバイスを求めた場合に適切に対

応できるよう、セカンドオピニオン制度について館内掲示やパンフレット作成

などにより引き続き周知する。 

・ 患者の求めに応じたカルテ（診療録）･レセプト（診療報酬明細書）等医療情

報の適切な開示を行う。 

 

      ◆目標 クリニカルパス使用率： 55％以上 (令和７年度目標) 

 

③ 安全・安心な医療の提供 

・ 職員の医療安全に対する知識の向上に努めるため、医療安全研修会を継続す

る。 

・ 発生したインシデント及びアクシデントの報告及び対策を引き続き徹底する。 

・ 感染制御部が主体となり、館内の横断的活動をもって感染の発生防止や職員

の啓発に努め、感染対策の基本的な考え方及び具体的な方策について研修会を

引き続き開催する。 

・ 「安全・安心の医療」、「質の高い医療」を検証するため、令和５年度に日本医

療機能評価機構の認証を更新する。 

・ 検査部においてISO15189（臨床検査室の品質と能力に関する国際規格）認定

を更新し、検査精度の高い信頼性を維持する。 
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④ 災害や新興感染症等発生時における医療の提供 

・ 基幹災害拠点病院の機能を充分に発揮できるよう、災害時に必要な医療物資

等を備蓄するほか、優先納入契約の継続等、災害時医療体制の充実・強化を図

る。 

・ 災害時は患者を受け入れ、必要な医療の提供を行うとともに、患者が集中す

る医療機関や救護所への医療従事者の応援派遣等の協力を行う。 

・ 大規模事故や災害時には、県の要請等に基づき、災害派遣医療チーム（DMAT）

等を現地に派遣して医療支援活動を行う。 

・ 原子力災害拠点病院として、人材の育成及び機能整備の強化に取り組み、災

害発生時においては、汚染や被ばくの可能性のある傷病者を受け入れ、必要な

医療を提供する。 

・ 新型コロナウイルス感染症など新興感染症等の感染拡大により、公衆衛生上

の重大な危機が発生又は発生しようとしている場合には、佐賀県と連携し、対

応する。 

 

⑤ 外国人患者に対応できる医療の提供 

・ 外国人患者に対応できる医療体制を堅持する。 

・ 外国人患者受入医療機関認証制度（JMIP）の認証を更新する。 

 

（２） 医療スタッフの確保・育成 

① 優秀なスタッフの確保・専門性の向上 

・ 医療機能の維持・向上のため、複数の大学等関係機関との連携により、優秀

なスタッフの適正数確保に努める。 

・ 専門医、専門看護師、認定看護師、メディカルスタッフ関連専門資格などの

資格取得に向けた支援を充実し、スタッフの専門性の向上を図る。 

 

◆目標 専門/認定 新規資格数 

・ 専門/認定看護師 ：４件 

・ 専門/認定薬剤師 ：４件 

・ 認定検査技師    ：11件 

・ 専門放射線技師  ：８件 

・ 認定臨床工学技士：４件 

・ 専門/認定療法士 ：４件 

・ 管理栄養士関連  ：４件 

（令和７年度までの累計） 

 

② 医療スタッフの育成 

・ 救命救急医療提供等のための救急スタッフの育成に取り組む。 
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・ 基幹型臨床研修病院として、初期臨床研修医確保のために魅力ある研修プログ

ラムを策定する。 

・ 専門医制度の基幹型病院として、専攻医の獲得に努め教育体制を充実させる。 

・ 看護師の特定行為研修等への教育体制を充実させる。 

・ 教育研修体制の充実を図り、地域における医療従事者を育成する。 

・ 教育研修体制の充実を図り、卒業前の学生の研修受入れ、養成に取り組む。 

 

     ◆目標 

  研修回数： 

・ BLS    50回/年 

・ ACLS   12回/年 

(令和７年度目標値) 

 

（３） 地域の医療機関等との連携強化 

・ 地域医療支援病院として紹介・逆紹介を堅持し、地域医療連携センターと入

退院支援センターが連携し、周辺医療機関とよりシームレスな顔の見える連携

体制を構築・遂行する。 

・ がん治療では、九州国際重粒子線がん治療センター（サガハイマット）との

連携を継続する。 

・ 地域医療構想、地域包括ケアシステム実現に向けての一助として地域医療・

介護連携を推進する。 

・ 効率的で適切な医療を提供するため、地域連携クリティカルパス活用を推進

するとともに、電子パスの普及に努める。 

・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、行政機関、地域の介護・福祉施設等

との連携を強化し、退院後の医療支援や施設入所のための情報共有を図り、医

療・介護・福祉へと切れ目のないサービスを提供するとともに地域社会との一

層の連携・共生を進める。 

・ 佐賀県診療情報地域連携システムの普及・利用増を、他の医療機関に率先し

て進め、県内の医療機関の連携強化を図る。 

 

    ◆目標 

・ 紹介率：90％ 

・ 逆紹介率：120％ 

(令和７年度目標値) 

 

（４） 医療に関する調査・研究及び情報発信 

・ 臨床現場に活用できる研究に取り組み県内の医療水準の向上を図る。 

・ 新しい医療を目指した研究について、ニーズや課題等を整理する。 



5 

 

・ 好生館の特性及び機能を活かして、治療の効果及び安全性を高めるため、積

極的に臨床試験、治験、共同研究等に取り組む。 

・ がんゲノム医療連携病院として、活動を継続する。（再掲） 

・ 連携大学院への協力を継続する。 

・ 院内がん登録の精度向上とともに地域がん登録を推進し、好生館のみならず

佐賀県がん対策の進展に協力する。 

・ 健康に関する保健医療情報や、好生館の診療機能を客観的に表す臨床評価指

標等について、ホームページ等による情報発信を積極的に行う。 

・ 講演会の開催等を通じて、県民に対して、医療・健康情報を発信し、県民の健

康づくりに寄与する。 

 

２ 看護学院が担うべき看護教育及び質の向上 

 

・ 臨床判断能力を身につけ看護実践力を高めるために、好生館附属化になった

ことを活かし下記を実施する。 

 令和４年度からの新カリキュラムに沿った教育の実施 

 臨床現場の専門性の高い講師による講義 

 現場実習担当者との連携強化 

 多職種との連携・協働を学ぶ方法の構築 

 地域で働く看護職の役割を理解するための教育の充実 

 自ら考え、行動できる学生を育てる教育方法の構築 

・ 看護学科卒業生の県内就職率80％以上を目指す。 

・ 国家試験の全員合格を目指し、国家試験対策を強化する。 

 

３ 患者･県民サービスの一層の向上 

（１） 患者の利便性向上 

・ 患者や家族が入院生活を快適に過ごすことができるよう、毎年度、患者満足

度調査を実施し、それにより院内における患者の意向把握や利便性向上に努め、

快適な療養環境の提供を図る。 

・ 待ち時間の短縮等、患者に提供するサービスについて満足度の向上に努める。 

・ 待ち時間短縮の一環として、初診・再診の受診予約の徹底・充実を図る。 

 

◆目標 

 患者満足度： 

・ 総合満足度（入院）: 90％ 

・ 総合満足度（外来）: 90％ 

(令和７年度目標値) 
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（２） 職員の接遇向上 

・ 患者や家族、県民からの信頼と親しみを得られるよう、職員の意識を高め、

接遇の向上に努める。 

 

（３） ボランティアとの協働 

・ ボランティア活動がしやすい環境をつくり、ボランティアとの協働による患

者サービスの向上に努める。 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 業務の改善・効率化 

（１） 適切かつ効率的な業務運営 

・ 地方独立行政法人のメリットを活かして医療需要の変化に迅速に対応し、病

院の組織体制、診療内容等の見直しを行い、効果的、効率的な業務運営に努め

る。 

・ コンプライアンスの徹底、患者・家族への誠実かつ公平な対応、個人情報の

保護等に努める。 

・ 業務の適正かつ能率的な執行に向けた定期的な内部監査等を行うことで内部

統制の取組を着実に実施し、法人の業務運営の改善や関係規程の改正を必要に

応じて行う。 

 

（２） 事務部門の専門性向上 

・ 業務の継続的な見直し、ICTの活用等により、事務部門の効率化を図る。 

・ 診療情報管理士等の専門資格の取得及び研修の充実により、事務職員の資質

向上を図る。 

・ 病院運営の高度化・複雑化に対応できる専門的知識と病院経営を俯瞰できる

マネジメント力を兼ね備えた事務職員の育成の取り組み体制を強化する。 

 

（３） 職員の勤務環境の向上 

・ IDカード等を用いた勤怠管理システムにより、労働時間管理の徹底を行う。 

・ 出産や子育て、介護と仕事を両立させる職員への支援制度の充実と職員への

説明、からだ・こころの相談窓口でのメンタルケア等により、職員が仕事に誇

りを持ち、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を確保できるよう、

支援する。 

・ 医師・看護師・医療従事者等の負担軽減委員会を中心に職員の働き方改革を

推進する。 

・ 引き続き研修等での周知を行い、ハラスメントの防止に取り組む。 
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・ 職員を対象に業績や能力を適正に評価する人事評価制度を円滑に運用する。 

・ 短時間正職員制度など多様な勤務形態の導入を検討するとともに、育児等か

ら復職する職員への職場復帰支援を継続する。 

・ 家族の介護や子育て等を行う職員を積極的に支援するとともに、風通しの良

い勤務環境の構築をめざし、職員満足度調査を毎年度実施し、常に点検、改善、

評価を行う。 

・ 改正医療法等に伴う医師の時間外労働上限規制、健康確保措置などに対応す

るため、医師業務のタスクシフト・タスクシェア等に取り組み、医師の働き方

改革の推進に適切に対応する。 

 

２ 経営基盤の安定化 

（１） 収益の確保 

・ 医療機能や診療報酬改定に対応した施設基準を取得するとともに、適正な診

療報酬の請求に取り組む。 

・ 各種研究に必要な費用等について外部資金の獲得に努める。 

・ 診療報酬請求のチェック体制を強化し、請求漏れや減点の防止を図る。 

・ 限度額認定などの公的制度の活用により未収金の発生を未然に防止するとと

もに、未収金が発生した場合は、電話・文書督促などの多様な方法により早期

回収を図る。 

・ 病床利用率や平均在院日数等の目標値を毎年度設定し、医療環境の変化に適

切に対応しながら収益の確保に努める。 

 

◆目標 

・ 査定率：入院 0.4％、外来 0.4％ 

・ 病床利用率：82 ％ 

・ 病床稼働率：91 ％ 

・ DPC期間Ⅱ（全国平均在院日数）超率：30％未満 

(令和７年度目標値) 

 

（２） 費用の節減 

・ 費用節減のための具体策を検討し、薬剤費率、材料費率、人件費率等の目標

値を毎年度設定し、その達成に努める。 

 

   ◆目標 

・ 人件費率：50.0 ％ 

・ 薬剤費率：15.8 ％ 

・ 材料費率：10.5 ％ 

（令和７年度目標値） 
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第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

「第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」で

定めた計画を実施することにより、経営基盤を強化し、安定した経営を続け、中期計

画期間中を累計した損益計算において経常収支比率100％以上を達成する。 

 

１ 予算(令和４年度～令和７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注） 

・建設改良費及び長期借入金の償還金

（元金）に充当される運営費負担金につ

いては、経常費助成のための運営費負担

金とする。 

・予算：県会計の収支予算に該当するも

の。(収益的収支、資本的収支をあわせて

発生主義に基づき作成する。） 

 

(百万円）

金額

 収入 81,120

営業収益 71,997

医業収益 65,351

運営費負担金収益 5,244

補助金等収益 192

受託収入 400

看護師等養成所収益 230

運営費負担金収益（学院） 580

営業外収益 665

運営費負担金収益 325

その他営業外収益 340

資本収入 8,458

運営費負担金収益 2,858

長期借入金 5,600

その他資本収入 0

その他の収入 0

 支出 82,770

営業費用 68,145

医業費用 64,017

給与費 32,758

材料費 19,030

研究研修費 312

経費 11,917

850

一般管理費 3,278

営業外費用 649

臨時損失 0

資本支出 13,976

建設改良費 8,200

長期借入金償還金 5,716

貸付金 60

区分

看護師等養成所費用
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２ 収支計画(令和４年度～令和７年度） 

 
 

 

 

 

 

  

(百万円）

金額

 収益の部 75,520

営業収益 74,855

医業収益 65,351

運営費負担金収益 5,244

資産見返補助金等戻入 2,858

補助金等収益 192

受託収入 400

看護師等養成所収益 230

運営費負担金収益（学院） 580

営業外収益 665

運営費負担金収益 325

その他営業外収益 340

臨時収益 0

 費用の部 75,515

営業費用 74,866

医業費用 69,974

給与費 32,318

材料費 19,030

減価償却費 6,397

研究研修費 312

経費 11,917

850

一般管理費 3,518

524

営業外費用 649

臨時損失 0

5純利益（純損失）

区分

看護師等養成所費用

資産にかかる控除対象外
消費税等償却

(注） 

・建設改良費及び長期借入金の償還金

（元金）に充当される運営費負担金に

ついては、経常費助成のための運営費

負担金とする。 

・収支計画：企業会計の損益計算書に

該当するもの。 (収益的収支について

発生主義に基づき作成する。） 
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３ 資金計画(令和４年度～令和７年度） 

 

    

 

  

(百万円）

金額

 資金収入 85,008

業務活動による収入 72,663

診療業務による収入 65,351

運営費負担金による収入 6,149

補助金等収入 192

その他の業務活動による収入 971

投資活動による収入 2,858

運営費負担金による収入 2,858

その他の投資活動による収入 0

財務活動による収入 5,600

長期借入による収入 5,600

その他の財務活動による収入 0

前期中期目標の期間からの繰越金 3,887

 資金支出 85,006

業務活動による支出 67,944

給与費支出 36,064

材料費支出 19,030

その他の業務活動による支出 12,850

投資活動による支出 8,260

有形固定資産の取得による支出 8,200

奨学金貸付による支出 60

財務活動による支出 5,716

長期借入金の返済による支出 0

移行前地方債償還債務
の償還による支出 5,716

その他の財務活動による支出 0

3,086次期中期目標の期間への繰越金

区分

(注） 

・建設改良費及び長期借入金の償還金

（元金）に充当される運営費負担金に

ついては、経常費助成のための運営費

負担金とする。 

・資金計画：現金の収入、支出を業務、

投資、財務の活動区分別に表したもの 
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第４ 短期借入金の限度額 

 

１ 限度額 

2,000百万円 

 

２ 想定される事由 

・ 運営費負担金の受入遅延等による資金不足への対応 

・ 偶発的な出費増への対応 

 

 

第５ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産が

ある場合には、当該財産処分に関する計画 

 

なし 

 

 

第６ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

なし 

 

 

第７ 剰余金の使途 

  決算において剰余を生じた場合は、病院施設の整備、医療機器の購入、人材育成

及び能力開発の充実、看護学生等への奨学金等に充てる。 

 

 

第８ 料金に関する事項 

１ 使用料及び手数料 

理事長は、使用料及び手数料として、次に掲げる額を徴収する。 

（１） 健康保険法（大正11年法律第70号）第76条第２項（同法第149条において

準用する場合を含む。）及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法第80

号）第71条第1項の規定に基づく方法により算定した額 

（２） 健康保険法第85条第2項（同法第149条において準用する場合を含む。）及び

高齢者の医療の確保に関する法律第74条第２項の規定に基づく基準により算定

した額 

（３） 生活保護法(昭和25年法律第144号)、国民健康保険法（昭和33年法律第192

号）その他の法令等により定める額 

（４） （１）､（２）及び（３）以外のものについては、別に理事長が定める額 
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２ 減免 

理事長は、特別の理由があると認めるときは、使用料及び手数料の全部又は一部を

減免することができる。 

 

 

第９ その他地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館の業務運営並びに財務及び会

計に関する規則（平成22年佐賀県規則第５号）で定める業務運営に関する事項 

 

１ 県との連携 

・ 地域医療構想の具体化・実現化など、県が進める医療行政に積極的に協力する。 

・ 担当する組織を定め、県が推進する身近な医療の提供体制構築に協力する。 

 

２ 地方債償還に対する負担 

・ 施設・設備整備等に係る地方債について、毎年度確実に負担する。 

 

３ 病院施設の在り方 

・ 好生館が担うべき役割を達成するために、病院増築等整備を計画的に推進する。 

 

４ 施設及び設備に関する事項 

 

施設及び設備の内容 予定額 財源 

・医療機器等整備 28億円 佐賀県長期借入金 

・病院増築等整備 50億円 佐賀県長期借入金、自己資金等 

備考 

・ 金額については、見込みである。 

・ 各事業年度の佐賀県長期借入金等の具体的な額については、各事業年の予算編

成過程において決定される。 

 

５ 積立金の処分に関する計画 

前中期目標期間繰越積立金については、病院施設の整備、医療機器の購入、人材育

成及び能力開発の充実、看護学生への奨学金等に充てる。 


